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加茂市地場産品開発等支援事業費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、ふるさと加茂応援寄附金（以下、「加茂市ふるさと納税」という。）

を通じた地場産業の振興と地域経済の活性化を目的として、加茂市ふるさと納税の返礼

品提供事業者（以下、「返礼品事業者」という。）が実施する返礼品の開発又は既存の返

礼品の改良に資する取組等に係る費用の一部を補助するため、予算の範囲内で加茂市補

助金等交付規則（昭和 40 年規則第 19 号。以下「規則」という。）に基づいて行う補助金

の交付に必要な事項を定めるものとする。 

 

（補助対象者） 

第２条 この補助金の交付対象となる者（以下、「補助対象者」という。）は、返礼品事業

者又は返礼品事業者となる見込みのある者のうち、次の各号のいずれにも該当するもの

とする。 

（１） 市内に主たる事務所又は事業所を有する法人若しくは市内に住所を有する個人、

又はこれらにより組織された団体であること。 

（２） 同一年度内で当該補助金の交付を受けていない者 

（３） 同一年度内で国及び県の同様の補助金の交付を受けていない者 

（４） 同一年度内で加茂市農林業総合振興事業費補助金の交付を受けていない者 

（５） 市税等を完納している者 

（６） 加茂市暴力団排除条例（令和元年条例第 18 号）第２条第１号及び第２号に該当す

る個人又は法人でないこと。 

 

（補助対象事業） 

第３条 この補助金の交付対象となる事業（以下、「補助事業」という。）は、補助対象者

が行う次に掲げる取組とする。 

（１） 加茂市ふるさと納税の返礼品として登録する新たな製品等を開発する取組 

（２） 加茂市ふるさと納税の既存の返礼品を改良する取組 

（３） 加茂市ふるさと納税の返礼品として登録するため、既存の製品等を改良する取組 

（４） その他市長が適当と認める取組 

２ 補助事業を実施するにあたり、地方税法第 37 条の２第２項第３号及び第 314 条の７第

２項各号に掲げる基準（以下、「地場産品基準」という。）に適合させるものとする。 

 

（補助対象経費） 

第４条 この補助金の交付の対象となる経費（以下、「補助対象経費」という。）は、補助
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対象者の行う事業に要する経費のうち、補助金の交付決定を受けた日以降に支出する経

費で、別表に定めるものとする。ただし、消費税及び地方消費税相当額を除く。 

２ 補助対象経費を支出するにあたり、可能な限り市内事業者を選択することに努めるこ

と。 

 

（補助金の交付額等） 

第５条 補助金の交付額は、100 万円を限度として、補助対象経費の２分の１以内とする。

なお、千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

２ 補助金の交付対象となる期間（以下、「補助対象期間」という。）は、補助金の交付決

定を受けた日の属する年度の３月末日までとする。 

 

（交付の条件） 

第６条 この補助金は、次の各号に掲げる事項を条件として交付するものとする。 

（１） 補助事業の内容を変更する場合又は交付決定額の変更が必要となる場合には、市

長の承認を受けること。 

（２） 補助事業を中止し、又は廃止する場合には、市長の承認を受けること。 

（３） 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場

合には、速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

（４） 補助事業に係る経理は、他の経理と明確に区分して行うとともに、補助事業に係

る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え整理し、当該帳簿及び証拠書類を補助事業

が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存すること。 

 

（交付の申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする補助対象者は、加茂市地場産品開発等支援事業費

補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添え、別に定める期限までに市長

に提出しなければならない。 

（１） 事業計画書（別紙１） 

（２） 見積書等の写し 

（３） その他事業内容がわかる資料 

２ 補助金の申請期間は、別に定めるところによる。 

 

（交付の決定） 

第８条 市長は、前条の規定による交付申請書の提出があったときは、その内容を審査し、

交付の決定を行う場合は、加茂市地場産品開発等支援事業費補助金交付決定通知書（様

式第２号）により、不交付の決定を行う場合は、加茂市地場産品開発等支援事業費補助
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金不交付決定通知書（様式第３号）により、当該申請者に通知するものとする。 

 

（変更等の承認申請） 

第９条 第６条第１号及び第２号の規定により市長の承認を受けようとする場合は、加茂

市地場産品開発等支援事業費補助金事業計画変更承認申請書（様式第４号）を市長に提

出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査し、承認し

た場合は、加茂市地場産品開発等支援事業費補助金事業計画変更承認通知書（様式第５

号）により、当該申請者に通知するものとする。 

 

（事業が予定期間内に完了しない場合等の報告） 

第 10 条 第６条第３号の規定により市長の指示を求める場合は、速やかに加茂市地場産品

開発等支援事業費補助金事業遅延等報告書（様式第６号）を市長に提出しなければなら

ない。 

 

（状況報告） 

第 11 条 市長は、補助対象事業の円滑かつ適正な執行を図るため必要があると認めるとき

は、補助対象者に対して当該補助対象事業の遂行状況の報告を求めることができる。 

 

（実績報告） 

第 12 条 補助金の交付決定を受けた者（以下、「交付決定者」という。）は、補助対象事業

の完了の日から起算して 30 日を経過した日又は補助金の交付決定を受けた日の属する

年度の３月末日のいずれか早い期日までに、加茂市地場産品開発等支援事業費補助金実

績報告書（様式第７号。以下、「実績報告書」という。）に次に掲げる書類を添え、市長

に提出しなければならない。 

（１） 事業実績書（別紙２） 

（２） 領収書等の写し 

（３） その他事業の実施状況がわかる資料 

 

（補助金の額の確定） 

第 13 条 市長は、前条の規定による実績報告書の提出があったときは、その内容を審査し、

補助金の額を確定し、加茂市地場産品開発等支援事業費補助金確定通知書（様式第８号）

により、交付決定者に通知しなければならない。 
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（補助金の概算払い又は精算払い） 

第 14 条 交付決定者が補助金の概算払い又は精算払いを受けようとするときは、加茂市地

場産品開発等支援事業費補助金交付請求書（様式第９号）を市長に提出しなければなら

ない。 

２ 市長は、概算払いの請求があったときは、内容を審査し、適当と認めるときは、交付

決定額の全部又は一部について概算払いすることができるものとする。 

 

（補助金の交付決定の取消し等） 

第 15 条 市長は、偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受けた者があった場合

又は補助金の交付決定を受けた日の属する年度の終了後１年以内に加茂市ふるさと納税

の返礼品として登録が見込めない場合は、当該交付決定を取り消すことができる。 

２ 前項の場合において、市長は、既に補助金が交付されているときは、補助金の返還を

命ずることができる。 

 

（取得財産の処分の制限） 

第 16 条 補助金の交付を受けた者が当該補助事業において取得した又は効用の増加した

機械器具等の財産については、当該補助事業が完了した後も善良なる管理者の注意をも

って管理するとともに、補助金の目的に従ってその効率的な運用を図らなければならな

い。 

２ 前項の場合において、取得価格、又は効用の増加した価格が 50 万円以上の財産につい

ては、当該補助事業が完了した後一定期間において、補助金の目的に反した使用、譲渡、

廃棄等を行う場合、市長の承認を受けなければならない。 

 

（その他） 

第 17 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 
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参考（第３条関係） 

地場産品基準 

類 型 概  要 

１号 加茂市内で生産されたもの 

２号 加茂市内で返礼品等の原材料の主要な部分が生産されたもの 

３号 加茂市内で返礼品等の製造、加工その他の工程のうち主要な部

分を行うことにより相応の付加価値が生じているもの 

３号イ（熟成肉） 当該工程が食肉の熟成である場合には、新潟県内において生産

された食肉を原材料とするもの 

３号イ（精米） 当該工程が玄米の精白である場合には、新潟県内において生産

された玄米を原材料とするもの 

３号ロ（企画立案） 加茂市において製品の企画立案その他の当該製品に実質的な

変更を加えるものでない工程が行われており、当該製品の製造

業者により、当該製品の価値の過半が加茂市内で生じている旨

の証明がなされたもの 

４号 加茂市内で生産されたものであって、近隣の他の市町村の区域

内において生産されたものと混在したもの（流通構造上、混在

することが避けられない場合に限る） 

５号 加茂市の広報の目的で生産されたキャラクターグッズ、オリジ

ナルグッズその他これらに類するものであって、形状、名称そ

の他の特徴から加茂市の独自の返礼品等であることが明白な

もの 

６号 前各号に該当する返礼品等と当該返礼品等に附帯するものと

を合わせて提供するものであって、当該返礼品等の価値が当該

提供するものの価値全体の７割以上であるもの 

７号 加茂市内で提供される役務その他これに準ずるものであって、

当該役務の主要な部分が加茂市に相当程度関連性のあるもの 

７号の２（宿泊） 加茂市内に所在する宿泊施設であって、新潟県内においてのみ

宿泊施設の運営を行う者が運営するもの（フランチャイズチェ

ーン等の方式により、新潟県外に所在する宿泊施設のブランド

名を冠するものを除く）における宿泊の提供に係る役務である

もの 
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７号の３イ 

５万円以下（宿泊） 

加茂市内に所在する宿泊施設における宿泊の提供に係る役務

であって、前号に該当しないもののうち、当該役務の調達に要

する費用の額が一夜につき一人当たり５万円を超えないもの 

７号の３ロ 

該当地域（宿泊） 

加茂市内に所在する宿泊施設における宿泊の提供に係る役務

であって、前号に該当しないもののうち、特定非常災害の被害

者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律（平

成８年法律第 85 号）第２条第１項に規定する特定非常災害と

して指定された非常災害に際し災害救助法（昭和 22 年法律第

118 号）が適用された同法第２条第１項に規定する災害発生市

町村が属する都道府県の区域内の地方団体により提供される

もの 

７号の４（電気） 加茂市内において地域のエネルギー源により発電された電気

であること 

８号イ 加茂市が近隣の他の市町村と共同でこれらの市町村の区域内

において前各号のいずれかに該当するものを共通の返礼品等

とするもの 

８号ロ 新潟県が県内の複数の市町村と連携し、当該連携する市町村の

区域内において前各号のいずれかに該当するものを新潟県及

び当該市町村の共通の返礼品等とするもの 

８号ハ 新潟県が県内の複数の市町村において地域資源として相当程

度認識されている物品及び当該市町村を認定し、当該物品を当

該市町村がそれぞれ返礼品等とするもの 

９号 震災、風水害、落雷、火災その他これらに類する災害により甚

大な被害を受けたことにより、その被害を受ける前に提供して

いた前各号のいずれかに該当する返礼品等を提供することが

できなくなった場合において、当該返礼品等を代替するものと

して提供するもの 

99 号 前各号のいずれかに該当する返礼品等とのみ交換させるため

に提供するもの（告示第５条柱書き）（例：○○pay 商品券、△

△Pay） 

セット 前各号のいずれかに該当する返礼品等同士を組み合わせた返

礼品であること 
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別表（第４条関係） 

補助対象経費 

経費区分 内  容 

謝礼 外部専門家から指導を受けた場合の謝礼金 

交通費 外部専門家に支払う旅費 

消耗品費 
製品等の開発等に要する容器や包装材の購入費又は事業

の実施に要する少額の物品購入費等 

印刷費 
製品等の開発等に要するパッケージや包装紙、チラシ等

の印刷費（補助対象経費の合計額の 50％を上限とする） 

運搬費 原材料や資材、試作品等の送付に係る送料 

委託料 パッケージデザインや試作品等の外注委託料 

手数料 各種許認可の取得費や成分分析等に要する経費 

原材料費 製品等の開発等に要する原材料費 

賃借料 機械や装置、備品等のリース料 

設備購入費 機械や装置、備品等の購入に要する経費 

その他市長が適当と認め

る経費 

上記に掲げるもののほか、必要な経費として認められる

もの 

※ 補助対象事業の実施に必要な経費として、補助対象者が支払うものに限る。 

※ 汎用性の高い経費については、当該事業に直接要することが明らかなものを対象とす

る。 

 


